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研究成果の概要（和文）：本研究では、人口10万人の都市において、乳幼児から中学生までの約1万名を対象と
した5年間の大規模コホート(縦断)調査によって、個人-環境の動的な相互作用の観点から、発達障害特性と二次
的な情緒・行動問題の因果的連鎖の解明を目指した。乳幼児健診(1歳半健診、3歳児健診)、保育所・幼稚園(保
育士による評定と保護者による評定)、小学校・中学校(本人による評定、教師による評定、保護者による評定)
で、各年度約1万人、5年間で合計5万人程度のデータによって、子どもたちの不適応行動が、子どもたちの発達
障害特性やそのほかの諸要因とどのように関連して生起するのかという言ったメカニズムを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to elucidate the causal chain of developmental disability 
characteristics and secondary emotional and behavioral problems from the perspective of dynamic 
individual-environment interactions through a large cohort (longitudinal) study of approximately 10,
000 subjects from infants to junior high school students in a city with a population of 100,000 
people over a 5-year period. Data from approximately 10,000 children each year for a total of 50,000
 children over a five-year period were collected from infant and toddler health examinations (1.5- 
and 3-year-old child health examinations), nursery schools and kindergartens (ratings by nursery 
teachers and parents), and elementary and junior high schools (ratings by the child, by teachers, 
and by parents). The study clarified the mechanism of how maladaptive behaviors of children occur in
 relation to their developmental characteristics and other factors.

研究分野：発達臨床心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、人口10万人弱の都市において、一般幼児児童生徒を対象に、幼児期から思春期に至る発達過程を大規
模縦断研究(コホート研究)によって取り組まれた研究であり、不登校や自傷行為など、さまざまな不適応行動が
子どもたちの持つ発達障害特性とどのように関係するのかを検討し、日本国内における基本的な児童の心理的特
性や問題行動等の生起の基本的統計を示しているとともに、問題行動や発達障害特性と関連して、どのようなメ
カニズムで生じているのかを明らかにしており、学術的意義が高い。
教育政策や障害児者支援施策においても、子どもの精神的な健康を増進していくための知見を提供しており、極
めて社会的意義が高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 近年の大規模な疫学研究によれば、発達障害の中核症状はスペクトラム（連続体）を形成して
おり、医学的な診断基準を満たすか否かにかかわらず、発達障害的な認知・行動特性により社会
生活上の困難さを持つ人々は一般母集団に広く分布している（Constantino & Todd, 2005）。こ
うした疫学的事実から、発達障害特性を持つ人々へのエビデンスに基づく効果的な臨床的支援
の方策を打ち立てることが喫緊の課題となっている。 

発達障害は、思春期以降、二次的な情緒・行動上の問題につながりやすいことが報告されてい
る。定型発達児と比べた場合、ASD（自閉症スペクトラム障害）児や DCD（発達性協調運動障
害）児は抑うつ、不安、不登校、自傷行為などの内在化問題（Maiano et al., 2016; Campbell et 

al., 2012）、ADHD（注意欠如・多動性障害）児は攻撃、非行、触法行為などの外在化問題（Barkley 

et al., 2006; Young, 2008）を高い頻度で示す。実際には、発達障害の症状そのものよりも、こ
うした二次的な情緒・行動の問題が、発達障害児者の社会適応を悪化させ、生活の質を低下させ
る主要な要因となることが知られており（Baron-Cohen, 2016）、この連鎖を予防することが発
達障害児者の支援において最も重要な課題となる。しかし、発達障害と情緒・行動問題の関連に
ついては、未解決の課題が多数残されている。 

第一に、先行研究の多くは、発達障害の診断の有無を独立変数としているため、一般児におい
て見られる発達障害特性の連続的な個人差と情緒・行動問題の関係が十分にわかっていない。前
述のように、近年、発達障害特性はスペクトラムを成すという見方が一般的になっているが、情
緒・行動問題への影響という観点において、診断基準を満たす水準の特性と満たさない水準の特
性の間には量的（連続的）な違いしか存在しないのか、質的（非連続的）な差異が存在するのか
について、結論は得られていない。 

第二に、方法論的問題として、従来の研究の大部分は、単一の障害のみを扱っているため、関
連する交絡要因による疑似相関の問題に対処できていない。種々の発達障害は、部分的に発症因
子を共有しているため、併存率が非常に高いことが知られている（Grzadzinski et al., 2011）。
そのため、単一の障害のみを扱った場合、例えば ASD 児が一般児に比べ特定の情緒的問題を多
く示したとしても、それが ASD の特性によるものか、併存する ADHD や DCD の特性による
疑似相関を反映したものかを判別することができない。また、知能、気質など、これらの発達障
害特性と相関する他の個人特性との交絡も考慮する必要がある。 

第三に、最も重要な点として、これまでの研究では、発達障害が情緒・行動問題に及ぼす影響が
検討されてきたが、その影響を媒介する心理社会的メカニズムが明らかになっていない。発達障
害そのものを根本的に治癒することはできないという学術的なコンセンサス（APA, 2013）を踏
まえれば、発達障害特性と二次的な不適応問題を媒介するメカニズムの解明こそが、こうした特
性を持つ人々の生活の質を向上させる介入策を探る上で第一義的に重要な課題であると言えよ
う。 

 

２．研究の目的 

こうした背景を踏まえ、本研究では、①一般児に見られる連続的な発達障害特性の個人差が情
緒・行動問題にどう影響するのか、②交絡要因による疑似相関を調整した上で、個々の特性が情
緒・行動問題にどの程度の影響を示すのか、③発達障害特性がどのような心理社会的メカニズム
を媒介して情緒・行動問題につながるのか、という３つの問いを中核的な研究課題とする。 

本研究では、これら３つの問いについて、1 歳半から中学生までの約 1 万名の一般児を対象と
した大規模縦断調査により検証を行う。本研究の基本的な枠組みを下図に示す。上述の問いを検
証するためには、特定の発達障害特性と情緒・行動問題の一対一の関連を検討するのではなく、
情緒・行動問題の発生に関わる心理社会的要因を、可能な限り網羅的に考慮に含める必要がある。
そこで本研究では、現在の発達精神病理学でコンセンサスとなっている遺伝－環境の相互作用
論（Rutter, 2014 など）を理論的基盤とし、情緒・行動問題の発生に関わる要因として、遺伝的
要素が強い発達障害特性や知能・気質などの「個人要因」、個人を取り巻く家庭・友人・学校な
どの「環境要因」、情緒・行動問題のリスクを低減するとされる「保護要因」を想定し、これら
の多様な要因間の動的な相互作用の中で情緒・行動問題が生じるメカニズムを、5 年間の大規模
縦断研究によって包括的に検証する。 

 本研究は、着眼点と方法論の両面において、高い独自性を有している。着眼点としては、①診
断の有無ではなく、一般児に見られる発達障害特性の影響に着目するとともに、②その影響を媒
介する心理社会的メカニズムを検証する。これらの問題が明らかになることで、診断の有無にか
かわらず、発達障害特性によって生活上の困難を経験している多くの子どもへの支援の方策に
ついて有効な手がかりが得られる。 

方法論としては、①関連する多様な心理社会的要因を包括的に考慮し、②1 万名以上の一般児
を対象とした大規模な調査によって、③5 年間にわたり縦断的な検証を行う。この問題について、
こうした先進的な方法論を取り入れて検証した研究は国内外を通して例がなく、本研究は世界



的に先駆的かつ基盤的なエビデンスを提供することが期待される。 

３．研究の方法 

［調査期間］2018 年度から 2022 年度の 5年間にわたり、乳幼児健診（１歳半、３歳）と保育所・
幼稚園、小学校、中学校において縦断的に調査を行う。乳幼児健診での調査は通年で実施し、保
育所・幼稚園、小学校、中学校での調査は年に 1 度、9 月に実施した。 
［対象者］愛知県大府市において、5年間の調査期間中に乳幼児健診（１歳半、３歳児）に訪れ
た全ての子どもと、保育所・幼稚園、小学校、中学校に在籍する全ての子どものうち、保護者か
ら同意が得られた子どもを対象に調査を実施した。申請者らの研究グループでは、同市において
2007 年度から 10 年間にわたって同市で研究を継続しており、これまでの実績から 9割以上の子
ども（約 1万名）の参加が見込まれた。2018 年度・2019 年度は当初の計画通り、乳幼児健診、
保育所・幼稚園、小学校、中学校にて調査を実施した。2020・2021・2022 年度は、新型コロナウ
イルス感染症拡大により、乳幼児健診、保育所・幼稚園においての部分的な調査の中止があった
ものの、ほぼ予定に近い形での実施ができた。乳幼児健診では、１歳半健診、３歳児健診におい
て、それぞれ約 800 名が調査に参加した。保育所・幼稚園では、保育士による評定と保護者によ
る評定のいずれも約 1200 名のデータが得られた。小学校・中学校では、本人による評定、教師
による評定、保護者による評定のいずれも約 8千人の有効回答が得られた。全体では約 1 万人の
データを収集することができた。 
 
［調査内容］各年齢段階での調査内容を下図に示す。発達障害特性を含む個人要因と環境要因、
保護要因および情緒・行動問題のうち、各年齢段階において評価可能な変数を測定する。行動指
標（視線計測）、面接、質問紙（保育士・教師・保護者・本人評定）を組み合わせた多面的な測
定バッテリーにより、信頼性・妥当性の高い測定を実現する。 
［統計解析］交差遅延モデルおよび同時効果モデルにより、変数間の双方向の因果関係を推定す
る。学年段階を分けた多母集団同時分析によって、因果関係の発達的変化も検証する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．研究成果 
 研究成果としては、コホート研究のなかで、前方向的に、①保育園段階での子どもの発達特性
が小学校・中学校段階での適応状況をどのように予測するのかを検証した。さらに、②中学校 2
年生時点で不登校等の不適応状況になった児童生徒の小学校 4 年生―中学 1 年生の軌跡を検証
した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
 ①保育要録による就学後の不適応の予測 

保育所・幼稚園においては、「保育の記録」および「保育要録」の体系化・電子化を行ってい
る(伊藤ら,2016)。統計的手法により、発達特性に応じた７要素(多動・衝動性、不注意、社会性
困難、こだわり、言葉の遅れ、微細運動困難、粗大運動困難)に再分類をした上で、保育の５領
域（言葉・人間関係・環境・健康・表現）に沿った 35 項目(TASP 保育・指導要録のための発達



評価シート:辻井.2017)を、子どもひとりひとりについて保育士が評定している。 
 幼児期(年長時)の発達特性が、就学後の学業成績にどのような関与をするのか、左記のように

示すことができる。数値は標準化して偏差値換算をして提示している。
多動・衝動性の発達特性は小学校低学年においては学業成績上、有意
に有利に働く可能性があること、また、社会性困難(ASD 特性)の発達
特性は小中学校を通じて有利に働く可能性が示唆された。一方、言葉
の遅れのみであればキャッチアップしていくが、不注意や微細運動困
難(手先の不器用さ)がある場合には、学業成績において、有意な得点
の低さを見ることができ、こうした発達特性への配慮に幼児期から留
意することの重要性が示唆された。 
 

 次に、就学後の発達特性が、就学後の友人関係問題(不適応評価)にどのような関与をするのか、
左記のように示すことができる。数値は標準化して偏差値換算をして提
示している。多動・衝動性や粗大運動困難(運動の苦手さ)の発達特性は
小学校低学年においては友だち関係を構築していく上で、衝動的で遊び
のルールが守りにくかったり、あるいは不器用で遊びに入ることが難し
い場合もあるが、学年が上がると、問題は減少している。一方で、社会
性困難(ASD 特性)の発達特性は、一貫して対人関係面での不適応状況が
生じやすく、こうした発達特性への配慮に幼児期から留意することの重
要性が示唆された。 

 さらに、就学後の発達特性が、就学後の内在化問題(抑うつなどの内向性の不適応評価)にどの
ような関与をするのか、左記のように示すことができる。数値は標準
化して偏差値換算をして提示している。有意な関連性を持つ多くの発
達特性（言葉の遅れ、こだわり、微細運動困難、粗大運動困難）におい
ては小学校低学年においてより顕著であるが、その後も平均値とは差
が維持される。また、社会性困難(ASD 特性)の発達特性は、一貫して内
在化問題における問題が大きいだけではなく、その差が拡大しており、
対人関係面での不適応状況からメンタルヘルスの不調に至っている可
能性があり、こうした発達特性への配慮に幼児期から留意することの
重要性が示唆された。 

最後に、就学後の発達特性が、就学後の外在化問題(他者に対する行
為などの外向性の不適応評価)にどのような関与をするのか、左記の
ように示すことができる。数値は標準化して偏差値換算をして提示し
ている。こだわりの発達特性は低学年において外在的な問題を生じさ
せにくく可能性がある。一方、多動・衝動性や不注意といった ADHD 特
性の発達特性は、一貫して外在化問題における関与が示されており、
学年とともに差は小さくなるものの、その差は維持され、問題行動に
至っている可能性があり、こうした発達特性への配慮に幼児期から留

意することの重要性が示唆された。 
不適応の種類によって異なる発達障害特性が影響している可能性があり、学業不振において

は不注意、言葉の遅れ、微細運動困難が、友人関係問題においては多動・衝動性、社会性困難、
粗大運動困難が、内在化問題(抑うつ)においては社会性困難、言葉の遅れ、こだわり、微細運動
困難、粗大運動困難が、外在化問題（攻撃性）においては多動・衝動性、不注意といった発達特
性の関与が示された。 

小 1から中 3にかけて、影響が縮小する特性、維持される特性、拡大する特性が存在し、影響
が縮小する特性として、多動・衝動性、言葉の遅れ、粗大運動困難が、影響が維持される特性と
して、こだわり、微細運動困難が、影響が拡大する特性として、不注意、社会性困難と言った発
達特性の機能を見出すことができ、こうした発達特性に対する配慮が必要であることが示唆さ
れた。 
 
②不登校状態・自傷行為に至る適応の軌跡パターンの検証 

中学校 2 年生時点で不登校等の不適応状況になった児童生徒の小学校 4 年生―中学 1 年生の
軌跡の検証をおこなった。軌跡検証における予測精度の算出方法は、各尺度 z 得点化した。小
4～中 1時の 4年間のデータを用いて z 値化（M=0，SD=1）。中 2時点の「不登校または自傷行為
経験の有無」を目的変数（０，１），小 4～中 1 の 4 年間の各尺度 z 得点を説明変数としたロジ
スティック回帰分析を実施。各説明変数のオッズ比を用いて合成した「リスク得点」を算出。「不
登校または自傷行為経験の有無」を目的変数（０，１），合成したリスク得点を説明変数とした
ROC 分析を実施。特異度を 10%としたときの感度の値を「予測精度」として算出した。 

はじめに、不登校についての分析結果を示す。 
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 学業成績においては、不登校群で学業成績の大きく低下、家庭問題の増大、友人問題の増大、

内在化問題(抑うつなど)の急激な増大の軌跡があった一方、外在化問題において継続的な高さ

が見出された。中 1 時点の調査結果による予測精度が 40.6％であったのに対して、小 4 から中

1 の軌跡による予測精度(特異度 10%としたときの感度（中２に実際に不登校を経験する生徒を

見つけられる確率）は 76.6％であった。 

 次に、不登校状態と同様の手法で、中学校 2年生時点で自傷行為をしたと報告した児童生徒の

小学校 4 年生―中学 1 年生の軌跡の検証をおこなった。 

  

 
 学業成績においては、不登校群で学業成績ではやや低下、家庭問題の急激な増大、内在化問題

(抑うつなど)の増大の軌跡があった一方、友人問題の増大、外在化問題において継続的な高さが

見出された。中 1 時点の調査結果による予測精度が 35.0％であったのに対して、小 4 から中 1

の軌跡による予測精度(特異度 10%としたときの感度（中２に実際に不登校を経験する生徒を見

つけられる確率）は 72.1％であった。 

 行動問題の予測においては、不登校や自傷行為の予測では，前年度の状態のみによる予測に比

べ，過去４年の変化の軌跡を考慮に入れることで予測精度が大幅に上昇させることが示唆され

た。単一時点の適応の水準だけでなく，個人内の変化の様相に着目することの重要性が示唆され

た。不登校状態においては、学業成績の低下，友人問題の高さ，内在化問題の高さ、つまり、慢

性的な抑うつ傾向と学校場面への不適応により注視する必要性があることが明らかになった。

自傷行為においては、学業成績の低下，家庭問題の上昇，外在化問題の高さ、つまり、慢性的な

外在化問題(攻撃性)と急性的な内在化(抑うつ)の上昇により注視する必要があることが明らか

になった。 
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